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金融･経済危機対策

低所得者に減税し、高額所

得者に増税し財源を確保

＜イギリスの消費税＞

標準税率

標準税率を12月から2009年末

まで2.5％引き下げて１５％に

ゼロ税率

（０％）

非課税

軽減税率

（５％）

麻生「経済対策」

庶民に増税し、大企業・高額

所得者に減税

●単年度限りの「定額給付金」

（1人1万2千円。18歳以下、65歳

以上には8千円加算）

●3年後に消費税率引き上げ

●証券優遇税制の延長や海外

子会社からの受取配当の非課

税化、新エネ・省エネ投資の即

時全額償却など、大企業・大資

産家に大減税

お米も水道代も「ダイヤの指輪」と同じ

５％



日本の消費税は…

イギリスの消費税は…

生活必需品は非課税かゼロ税率を適用

食料品、水道水、国内旅客輸送、

雑誌、書籍、新聞、医薬品、居住用

建物の建築、障害者用機器など

医療、教育、郵便、福祉など

家庭用燃料および電力など

 １７．５％

さらに…

●低所得者2200万人へ減税強

化

●年収2200万円超の高額所得

者の所得税率を40％から45％

へ引き上げ
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「100年に一度」の経済・金融危機のもとで各国の経済対策が注目されています。麻生・自公内閣は、「2011年に消費税を増税する」という税制改革「中期プログラム」を閣議決定。麻生首相は、消費税増税を総選挙の争点にする考えを改めて表明しました。


一方、ＥＵ（欧州委員会）は「困難な時期に最も困っている人を支援する」を基本原則とした「欧州経済回復計画」を策定。消費税率引き下げと所得税最高税率引き上げへ動き始めています。イギリスでは消費税標準税率の2.5％引き下げを実施しました。また、アメリカでは、「不公平な税制」であることを理由に、国税としては消費税を採用していません。


平気で消費税増税を打ち出す麻生内閣の異常さが際立っています。
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